





































子炉の規制に関する法律（以下「炉規法」）43条の 3の 8 第 1 項に基づく川

















































備に関する事項（炉規法43条の 3 の 5 第 2 項10号）、設置変更許可の基準の
（ 5）　最大判2005（平成17）年12月 7 日民集59巻10号2645頁。
（ 6）　最判2009（平成21）年10月15日民集63巻 8 号1711頁。
444　　早法 95 巻 3 号（2020）
1 つに重大事故の発生・拡大防止に必要な措置の実施に必要な技術的能力
その他の発電用原子炉の運転を適確に遂行するに足りる技術的能力がある




（同法43条の 3 の20第 2 項）
などを指摘し、これらは「福島第一原発事故の反省にたち、そのような原
子炉災害を再び繰り返さない趣旨」の現れとされた。
　その上で、原発の設置変更許可の基準たる炉規法43条の 3の 6第 1 項 2




















































（ 9）　最判1992（平成 4）年 9月22日民集46巻 6 号571頁。
































（10）　なお、原告らは 1 年間 1 mSv を超える被ばくのおそれがある地域を主張した
が、ICRP1990年勧告を根拠に、「生命、身体、財産等への直接的かつ重大な被害を
受けるとは直ちにいうことはでき」ないとして否定された。
（11）　最判1992（平成 4）年10月29日民集46巻 7 号1174頁。
（12）　最判1992（平成 4）年10月29日訟月39巻 8 号1563頁。
（13）　最判1992（平成 4）年 9 月22日民集46巻 6 号571頁および最判2005（平成17）
年 5月30日民集59巻 4 号671頁。


















































































































































































































































































































































































































































































































































（ 2）」比較法学29巻 2 号（1996年）47頁以下・31巻 1 号（1997年） 1 頁以下、同
「原子力行政の法的諸問題」行財政研究42号（2000年） 2 頁以下、同「イギリスに
おける先端科学技術政策の手続的司法統制」早法85巻 3 号（2010年）665頁以下等
も本稿執筆にあたって参照した。
（40）　首藤重幸「原発における規制と脱却の行政法的課題」法の科学44号（2013年）
113頁以下等である。
